
令和２年度９月補正予算（案）の概要
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令和２年度９月補正予算は、

１ 新型コロナウイルス感染症対策に要する経費

２ 災害関連・復旧等に要する経費

３ その他緊急を要する経費

について計上いたしました。

補正予算の総額は、

一 般 会 計      ２８５億 ３，５６４万   円の増

特 別 会 計           ２，７３３万 ８千円の増

で、これを現計予算と合算いたしますと、

一 般 会 計    ８，４０２億 ４，９１５万   円

特 別 会 計    ２，０７６億 １，０２１万 ５千円

となります。

また、これを前年同期の令和元年度９月現計予算と比較しますと、

一 般 会 計   １，２８０億 ９，４０１万 ８千円の増

特 別 会 計      １９０億 ７，５６４万 ８千円の減

となり、一般会計の伸率は１８．０％の増となります。

（参考）一般会計 令和元年度９月現計予算との比較（単位：百万円、％）

       令和元年度    令和２年度  伸率

◎総 額   712,155     840,249    18.0

  ・公債費  102,852       101,067   △ 1.7

  ・その他   609,303       739,182      21.3

今回の一般会計補正予算の主な歳入予算は、

１．国 庫 支 出 金     １４５億 ５，７５５万 ２千円の増

２．諸  収  入      １０３億 ８，９２８万 ２千円の増

３．県     債       ３０億 ８，９４０万   円の増

であります。

【一般会計補正予算に計上した主な事業】

新型コロナウイルス感染症のスクリーニング対策に要する経費、重症患者対

応医療機関等の施設整備支援に要する経費、宿泊施設の安全・安心確保対策等

に要する経費、県立高校・私立学校の１人１台パソコンの整備に要する経費、

緊急資金繰り支援資金の融資枠拡大・実質無利子化に要する経費、製造業の生

産性向上等への支援に要する経費、令和２年７月豪雨による災害関連・復旧等

に要する経費などについて計上しております。
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（主な計上事業）

１．新型コロナウイルス感染症対策に要する経費

（単位：千円）

（新）

・私立高等学校教育振興費補助金
・私立中学校教育振興費補助金
・私立小学校教育振興費補助金

・貸切バス 1台200千円
・運転代行 1台 30千円

・安全安心につながる施設整備支援
　補助率：3/4（上限5,000千円）
・コロナ後の新たな旅行ニーズに対応した
　客室等整備支援
　補助率：3/4（上限10,000千円）

（新）

・ご当地グルメ開発支援業務委託
　グルメ開発の専門家を招へいしたセミナーを開催
　（県内６地域）
・情報発信費等

（新）

・宿泊施設や観光協会等を対象とした個人旅行
　集客に向けた研修会の開催（８地区）
・地域資源ニーズ調査（６エリア）
・情報発信費等

観 光 振 興

〃

200,000

400,000

16,242

「Ｗｉｔｈコロナ・リ
ピーター」旅行需要創
出事業費

18,872

包括的保存管理計画推
進事業費

10,447 55,726 66,173 世界遺産「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」な
どを歩いて巡る新たなルートづくりの検討に向けた、モニ
ターツアー等を実施

130,408 730,408 宿泊施設の「安全・安心」対策をさらに推進するととも
に、新しい旅行スタイルを求める顧客ニーズを捉えた魅力
ある宿泊施設づくりを支援

公共交通事業継続等支
援事業費

130,680 811,500 942,180 貸切バス事業者及び自動車運転代行事業者における感染拡
大防止対策を講じながら事業を継続する取組を支援

交 通 政 策

・ルート案作成やモニターツアー実施等 10,447
 （５地区）

6,864

6,600
874

今後の旅行者ニーズ（グルメ、個人、近場、自家用車）に
対応するため、県内各地域において地元食材にこだわった
「ご当地グルメ」開発を支援

担 当 課

世 界 遺 産

事　業　名 補正予算 現計予算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容

宿泊施設安全・安心・
快適化促進事業費

600,000

2,485

次 世 代 情
報 化 推 進

ながさきSociety5.0推
進費

9,090 0 9,090 本県におけるSociety5.0の実現に向けて、ICT利活用に関
する意識啓発・醸成を図るとともに、「新たな日常」へ対
応するための新技術の活用やデジタル化・オンライン化を
推進

学 事 振 興

14,608
4,635

【補助対象経費】　端末本体購入費、設定費
　　　　　　　　（国庫補助相当額を除く）
【補助率】3/4
【補助上限額】1台あたり44,700円

私立学校助成費（教育
振興費補助金）

21,728 5,196,244 5,217,972 新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休業等の緊急
時における学びを保障するとともに、Society5.0時代の学
習環境の基盤を早期に整備するため、私立学校における1
人1台パソコンの整備を時限的に支援

管 財

ファシリティマネジメ
ント推進事業費

1,013 6,741 7,754 〃

本庁舎及び総合庁舎等
整備事業費

22,313 432,633 454,946 防災・防疫等の拠点となる県庁舎及び各振興局における新
型コロナウイルス感染症等の感染拡大防止を図るため、庁
舎の出入り口にサーマルカメラを設置

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、休館・休校と
なった県有施設及び県立学校の自販機設置事業者等に対す
る補助

〃

2,630

アフターコロナを見据
えた宿泊旅行需要創出
事業費

14,338 0 14,338 個人旅行市場のさらなる取り込みを図るため、宿泊プラン
造成手法を学ぶ研修会や地域資源ニーズ調査等を実施

0 18,872
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（単位：千円）

・キャンペーン実施サイト：
　℮-ながさき旬鮮市場、長崎漁連ウェブショッピング

・弁護士への相談等に対する謝金
・相談窓口の周知経費等

・生活福祉資金貸付推進補助金
　負担割合：国10/10

・ＰＣＲ検査機器等
・胸部Ｘ線検診車（２台）

・２次救急輪番病院等（40病院）

1,291,594

総務運営費 5,280 49,784

保健所設置市が実施する帰国者・接触者相談センター運営
業務の外部委託や増員等の体制強化に係る経費を支援

〃

検査実施機関等の
設備整備に対する
助成

178,722 ― ― 検査実施機関等が検査体制の拡充を目的として実施する設
備整備を助成

〃

新型コロナウイルス感染症の影響による休業等で収入減と
なっている世帯への資金需要に対応するため、生活福祉資
金の貸付を行う長崎県社会福祉協議会への貸付原資等を補
助

感染症予防事業費 594,926 4,006,318 4,601,244

68,722
110,000

保健所設置市の相
談窓口設置等に対
する助成

24,331

福 祉 保 健

〃

医 療 政 策

55,064 新型コロナウイルス感染症の集団感染の早期把握等のた
め、介護施設や障害者施設、県内企業、教育機関等に健康
管理アプリ（Ｎ－ＣＨＡＴ）を提供

インバウンド向け戦略
的プロモーション強化
事業費

――

物 産 ブ ラ
ン ド 推 進

渡航制限のため実施できない現地プロモーション事業に替
えて、将来の旅行につながる動画プロモーションの強化を
実施

3,660

13,386 75,517 88,903

県産品消費拡大事業費 118,400 269,543 387,943 県産品消費の回復・拡大を図るため、県産品販売事業者等
を応援する「長崎よかもんキャンペーン（第２弾）」を支
援

事　業　名 今回補正予算 現計予算

国 際 観 光
振 興 あ あ

補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容 担 当 課

長崎大学における
感染症対策への支
援

10,000 ― ― 長崎大学熱帯医学研究所が取り組む新型コロナウイルス感
染症のワクチン開発に対する支援を実施

〃

マスク等の配布に
係る事務経費

6,000 ― ― 国から配布されるマスク等の医療資材を定期的に医療機関
へ配布するために要する経費

〃

375,873

緊急時に対応した地域
医療体制整備事業費

1,139,098 4,326,665 5,465,763 新型コロナウイルス感染症の重症患者等を受け入れる医療
機関や離島の感染症患者受入医療機関における感染防止等
のための施設整備等を支援

〃

医療機関における
ＰＣＲ検査費等へ
の補助

２次救急輪番病院等における新型コロナウイルス感染症の
院内感染を防止するため、患者の入院前に実施するＰＣＲ
検査等の費用を助成

〃

渡航制限のため実施できない現地でのセールス活動等に替
えて、市場調査や営業代行を現地企業へ委託（香港向け）

〃

人権・同和問題啓発費 15,660 22,352 38,012 人権・同和
対策○○○

新型コロナウイルス感染症の感染者やその家族等に対する
人権配慮を促進するため、誹謗中傷や差別といった人権侵
害事案に対する支援体制を整備

12,000

375,873 ― ―

生活福祉資金貸付事業
費

1,291,594 1,027,907 2,319,501

ビジットながさき・イ
ンバウンド旅行需要創
出事業費

4,273 73,818 78,091
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（単位：千円）

・負担割合：国10/10

（新）

・負担割合：国1/2、県1/2

・負担割合：国2/3、県1/3

・負担割合：国10/10

・負担割合：国2/3、県1/3

・負担割合：国1/2、県1/4、事業者1/4

（新）

・高齢者施設（1,111施設）

（新）

・認知症見守り支援機器等
・移乗介護機器等
　補助率：3/4

・障害者施設（225施設・事業所）
・精神科医療機関（37病院）

・見守り支援機器等
・移乗介護機器等
　補助率：3/4

対 策 あ あ
4,765,120 患者と接する医療機関等の医療従事者や職員（派遣労働者

や委託業者含む）に対する慰労金支給
医 療 人 材

〃

入所系の高齢者施設等への新規入所者に対して、新型コロ
ナウイルス感染症のＰＣＲ検査等の費用を助成

〃

326,026

〃

113,258
5,420

新型コロナウイルス感染症の影響により、看護師等養成施
設等が医療機関等での臨地実習の代替措置として学内演習
を実施する場合に必要となる資器材等の費用を助成

事　業　名 今回補正予算 現計予算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容 担 当 課

〃

感染症に対する医療従
事者等支援事業費

669,100 4,096,020

介護施設等における新型コロナウイルスの感染拡大リスク
を低減するため、陰圧装置・換気設備の設置、看取り環境
の整備、多床室のプライバシー保護のための改修を支援

長 寿 社 会

新型コロナウイルス感
染症緊急包括支援交付
金（介護分）事業費

203,203 4,939,780 5,142,983 介護サービス事業所・施設等における新型コロナウイルス
感染症の発生に備えるため、消毒液やマスク等の衛生用品
を購入・備蓄

〃

地域生活支援事業費 12,000

0 212,752 高齢者施設等における職員や利用者間の接触の機会を減ら
し、新型コロナウイルスの感染拡大の防止等を図るため、
介護ロボット等の導入経費を助成

〃感染症対策に資する介
護ロボット等導入促進
事業費

212,752

国のモデル事業を活用し、長崎大学への委託により聴覚障
害児に対応する協議会の設置、家族支援及び巡回支援等を
実施

〃

172,085
40,667

運営適正化推進事業費 25,000 12,559 37,559 休業要請を受けた事業所や利用者又は職員に感染者が発生
した事業所等に対して、感染機会を減らしつつ、サービス
を継続するためのかかり増し経費等を助成

〃

特別養護老人ホーム等
整備費

74,502 278,586 353,088 高齢者施設等における災害による長期間の停電・断水時に
も施設機能を維持するため、非常用自家発電設備、給水設
備の整備を支援

232,137 244,137

64,471 183,149 障害者施設における職員や利用者間の接触の機会を減ら
し、新型コロナウイルスの感染拡大の防止等を図るため、
介護ロボット等の導入経費を助成

高齢者入所施設等新型
コロナウイルス感染症
スクリーニング事業費

326,026 0 326,026

地域密着型施設整備助
成等事業費（医療介護
基金）

313,643 866,371 1,180,014

看護師等養成施設等実
習補完事業費

7,665 0 7,665

自立支援給付費 35,890 11,069,537 11,105,427 入所系の障害者施設及び精神科医療機関への新規入所・入
院者に対して、新型コロナウイルス感染症のＰＣＲ検査等
の費用を助成

障 害 福 祉

4,255
31,635

施設整備助成費 118,678
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（単位：千円）

（新）

（新）

　資、生産効率化等に対する支援
　補助率：2/3（ＩｏＴ等の先駆的な取組3/4）
　補助上限：6,000千円
・県内に主たる事業所を有する製造業企業
　の設備投資に対する支援
　補助率：中小企業2/3（大企業1/2）
　補助上限：100,000千円
　航空機等の特定分野は、補助上限300,000千円

（新）

・補助対象経費：商品開発費、設備投資費等
・補助率：3/4、補助上限：1,200千円

（新）

・補助対象：事業承継に取り組む受け手側の県内中小
　　　　　　企業者等
・補助率：1/2（補助上限10,000千円）
・補助対象経費
　株式取得に要する経費、士業専門家に支払う謝金
　財務アドバイザーやＭ＆Ａ仲介事業者に支払う謝金
　事業の譲り受けに要する経費　

（新）

・補助対象：商店街等又は商店街内の中小企業者
・補助率：3/4（補助下限1,000千円）
　商店街等（共有施設）　補助上限10,000千円
　商店街内の中小企業者　補助上限5,000千円
・補助対象経費
　高機能換気設備の導入、高機能空気清浄機の導入
　抗菌・抗ウイルスコーティングの施工
　３密対策のための席数減工事　等

・制度融資取扱金融機関への県預託額
・融資枠：1,200億 → 1,500億
・融資限度額：4,000万円
・償還期間：運転・設備 10年（据置期間5年）
・融資利率：年1.3％（当初3年間は実質無利子）
・保証料率：0％または0.425％

長崎県成長産業ネクス
トステージ投資促進事
業費

10,260,000

・対象：令和2年4月28日から令和3年3月31日までに
　　　　生まれた子ども
・給付額：子ども1人あたり100千円
・負担割合：県1/2、市町1/2

妊婦応援新生児特別定
額給付金事業費

445,000 0 445,000 新型コロナウイルス感染症の影響により通院等の負担や不
安を抱える妊産婦が安心して出産できるよう、国の特別定
額給付金の基準日の翌日以降に生まれた新生児を対象に特
別給付金を支給する市町へ補助

こ ど も 家
庭 ○ ○ ○

事　業　名 今回補正予算 現計予算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容 担 当 課

新型コロナウイルス感染症に伴う消費活動の変化を踏ま
え、新たな需要の獲得を図ろうとする県内小規模食料品製
造業者に対する支援

〃

200,000

51,300,000

新型コロナウイルス感染症の長期化により低迷する地域の
経済や雇用を下支えするとともに、今後の成長産業の礎を
強化するための県内製造業者（造船、プラント、航空機、
半導体、ロボット（産業用機械）、ＩｏＴ、医療関連分
野）に対する支援

60,000

250,000 新型コロナウイルス感染症の影響による後継者不在の中小
企業者等の廃業を未然に防止し、地域の雇用維持や技術・
技能の伝承を図るため、事業を承継する事業者を支援

経 営 支 援

〃新型コロナウイルス感染症の影響を受けている商店街等に
おいて、商店街等又は商店街内の中小企業者が主体となっ
て取り組む「安心・安全」な環境整備に向けた換気設備の
導入等を支援

〃中小企業者の資金繰り支援のための貸付原資の一部を金融
機関に預託

10,260,000 41,040,000

事業承継加速化事業費 250,000 0

安心・安全な買い物環
境整備事業費

200,000 0

企 業 振 興

・県内中小製造業企業の研究開発、設備投 1,020,000

800,000

1,820,000 0 1,820,000

長崎県食料品製造業
ニュースタイル支援事
業費

60,000 0

緊急資金繰り対策貸付
費
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（単位：千円）

・県制度融資に対する利子補給補助金
　※保証料補助は、国が直接実施

（新）

・離職者雇用促進助成金
  補助対象：
  令和2年4月1日以降に新型コロナウイルス感染症の影
　響により離職した労働者を正規雇用労働者として3ヵ
　月以上継続して雇用した県内中小企業者等
　補助額：対象労働者1人あたり300千円
・チャレンジ体験就労補助金
  補助対象：
　新型コロナウイルス感染症の影響で離職した者や現に
　離職している者で円滑な就職に支障がでている者に係
　る体験就労を行う県内企業
　補助額：1人あたり1日16千円（賃金、労災保険料等）

・補助率　1/2

（新）

・設備導入等支援(補助率1/2、補助上限10,000)
・衛生対策に関するアドバイザー派遣

（新）

（新）

・生徒用パソコン（通信制を除く全生徒分）
・教員用パソコン（通信制を除く全教員分）
・その他（研修用パソコン等）

（新）

・警察本部及び警察署等　33箇所

（新）
感染症予防・拡大防止
対策費（留置施設改
修）

新型コロナウイルス感染拡大の影響によるインバウンド需
要の減少に伴い売上げが減少している飲食店（宿泊施設等
の飲食部門を含む）に対し、衛生管理・空気換気設備等の
導入や店舗の改装等を支援

県が発注する県内の建設工事においてウェアラブル端末を
導入し、リモート（遠隔）での材料確認や立会等を実施

建 設 企 画

108,666

5,702 保健・医療・福祉との連携により、聴覚障害のある乳幼児
の教育相談体制充実を図るため、県立ろう学校に乳幼児教
育相談マネージャーを配置

水 産 加 工
流 通 〇 〇

6,572

農 政

国が創設した「保証料・利子補助に係る統一保証制度」を
利用した利子補給により、民間金融機関融資の実質無利子
化を実施

経 営 支 援

192,000

24,000

補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容 担 当 課

123,500

1,167,735

10,023 11,508

発達教育指導費 2,500 3,202

1,492,467
161,321

42,306

12,154 0 12,154

緊急資金繰り支援資金
利子補給費

離職者雇用支援事業費 216,000 0

0 1,660,360

12,054
100

建設工事等リモート化
導入事業費

6,242 0 6,242

123,500 1,044,235

12,420 96,246

衛生管理等改善推進事
業費

35,840

林 政

警 察 本 部感染症拡大等非常時における警察活動の継続性確保、機動
性の向上等を図るため、テレビ会議システムを導入

新型コロナウイルス感染症の影響による臨時休業等の緊急
時における学びを保障するとともに、Society5.0時代の学
習環境の基盤を早期に整備するため、県立高校において１
人１台パソコン等を整備

教 委 高 校
教 育 あ あ

ＧＩＧＡスクール構想実現のため、県教育センターに小中
学校教員研修のためのパソコンを整備

県内中小企業者が行う新型コロナウイルス感染症の影響に
よる離職者の雇用や再就職に伴う体験就労を支援し、県内
の雇用機会の確保・創出を促進

雇 用 労 働
政 策 お お

〃11,720 0 11,720 留置施設における感染症拡大防止を図り、警察活動の持続
性を確保するため、留置施設の居室を改修

テレビ会議システム導
入事業費

県立高校ＩＣＴ活用授
業推進事業費

1,660,360

216,000

事　業　名 今回補正予算 現計予算

長崎産水産物輸出倍増
事業費

教 委 義 務
教 育 あ あ

教 委 特 別
支 援 教 育

78,146 輸出拡大に向けた製造・加工、流通等の施設整備・機器導
入及びＨＡＣＣＰ等の認証取得に対する支援

長崎県民の森を災害発生時の避難所として利用するために
必要な施設整備を実施

県民の森管理事業費

30,676 0 30,676

教科等教育指導費 1,485
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２．災害関連・復旧等に要する経費

（単位：千円）

・砂防事業
・農業農村整備事業
・治山事業

・道路
・河川
・砂防施設
・林道
・治山施設

・強い農業・担い手づくり総合支援交付金
・撤去
（補助率（上限）：国50%、県・市町各25%）

・修繕・再建
（補助率（上限）：国50%、県・市町各3～5%等）

・道路災害防除費

（新）

・実施主体　漁業協同組合
・補 助 率　県1/3、市1/3

（新）

・国の持続的生産強化対策事業への上乗せ支援
（上限1/6）　

３．その他緊急を要する経費

（単位：千円）

（新）

・常設センターブイ設置　5,000m

（新）

事　業　名 今回補正予算 現計予算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容 担 当 課

養殖業継続・再生緊急
対策事業費

1,500 0

保育士人材確保等事業
費

観 光 振 興

令和２年７月豪雨により災害発生の危険性が高まった箇所
の防災・減災対策を実施

51,998 50,748 102,746 保育士資格新規取得者の県内定着を図るため、指定保育士
養成施設等に在学し、保育士資格の取得を目指す学生に対
する修学資金貸付等原資を増額

こ ど も 未
来 ○ ○ ○

道 路 維 持

245,000

1,500 水 産 加 工
流 通 〇 〇

７月初旬の集中豪雨による海水の塩分濃度低下が原因とみ
られる養殖アワビの斃死対策として、代替種苗の購入経費
への支援を実施

166,000

道 路 維 持
792,540 河 川

2,520,464 砂 防

内　　　　　　　　　　　　　容

370,116 森 林 整 備

329,300
964,541

担 当 課

ス ポ ー ツ
振 興 あ あ

令和４年秋に開催するＪＲデスティネーションキャンペー
ンを効果的に展開するための推進体制の構築等を実施

地すべり、急傾斜地崩壊、山腹崩壊等の復旧、災害対策工
事を実施

砂 防
農 村 整 備
森 林 整 備1,642,500

災害復旧費 3,901,620 5,285,617 9,187,237 令和２年７月豪雨による被災施設等の復旧工事を実施

事　業　名 今回補正予算 現計予算

介護職員宿舎施設整備
事業費（医療介護基
金）

7,194 0 7,194 長 寿 社 会

0 5,330

スポーツコミッション
事業費

令和２年７月豪雨により浸水等の被害を受けた農業者の営
農再開に要する経費を支援

52,500

ＪＲデスティネーショ
ンキャンペーン推進事
業費

5,330

スポーツ振興による地域の活性化を図るため、本明川ボー
ト練習場への施設整備を設置

4,848,289

山村振興対策費 89,881 64,660 154,541

公共事業費 2,936,341109,691,623 112,627,964

補正後予算額

農 産 園 芸

令和２年７月豪雨により被災したハウス等の施設の復旧等
を支援

農 政

89,881

2,464

営農再開緊急支援対策
費

2,464 0

介護人材(外国人含む)を確保するため、介護施設等の事業
者が実施する介護職員用宿舎の整備を支援
　・補助率：1/3

緊急自然災害防止対策
事業費

245,000 4,603,289

23,129 126,403 149,532

2,464
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（単位：千円）

（新）

（単位：千円）

事　業　名 今回補正予算 現計予算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容 担 当 課

警 察 本 部道路交通法等の改正に伴い、運転免許情報の管理等を行う
「運転者管理システム」を改修

担 当 課

農業大学校学生寮の移転改築のための既存施設の解体工事
におけるアスベストの除去工事を実施

壱岐市と協働し、民間事業者が開発したアプリを活用して
国保被保険者の健康づくりへの行動変容を促進するととも
に、オンラインによる保健指導等を実施

事　業　名 今回補正予算 現計予算 補正後予算額 内　　　　　　　　　　　　　容

運転者管理システム改
修費

5,041 0 5,041

農業大学校施設整備費
（農業大学校学生寮建
設関係）

74,500 114,785 189,285

国民健康保険特別
会計

27,338156,711,303 156,738,641

農 業 経 営

国保・健康
増 進 ● ●

特別会計
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令和２年度９月補正予算　一般会計款別内訳

［歳　　入］

　　　　  年度 増減 伸 率

款別 ９月現計 ① 構成 現計予算 ② 構成 今回補正 ③ 計 ②+③=④ 構成  ④－①  ⑤ ⑤/①

1 県　　　税 118,524,100 16.6 122,701,100 15.1 0 122,701,100 14.6 4,177,000 3.5

2 地方消費税清算金 47,381,000 6.6 66,101,000 8.1 0 66,101,000 7.9 18,720,000 39.5

3 地 方 譲 与 税 24,329,000 3.4 25,787,000 3.2 0 25,787,000 3.1 1,458,000 6.0

4 地方特例交付金 1,741,641 0.2 618,000 0.1 0 618,000 0.1 -1,123,641 -64.5

5 地 方 交 付 税 222,327,000 31.2 220,537,000 27.2 51,777 220,588,777 26.3 -1,738,223 -0.8

6 交通安全交付金 417,000 0.1 390,000 0.0 0 390,000 0.0 -27,000 -6.5

7 分 ・ 負 担 金 5,412,125 0.8 4,393,907 0.5 25,000 4,418,907 0.5 -993,218 -18.4

8 使用料・手数料 11,177,241 1.6 10,938,076 1.3 0 10,938,076 1.3 -239,165 -2.1

9 国 庫 支 出 金 117,617,009 16.5 158,732,025 19.6 14,557,552 173,289,577 20.6 55,672,568 47.3

10 財  産  収  入 3,419,271 0.5 1,592,303 0.2 0 1,592,303 0.2 -1,826,968 -53.4

11 寄    附    金 278,701 0.0 182,171 0.0 14,430 196,601 0.0 -82,100 -29.5

12 繰    入    金 21,315,466 3.0 20,792,469 2.6 408,199 21,200,668 2.5 -114,798 -0.5

13 繰    越    金 1 0.0 1 0.0 0 1 0.0 0 0.0

14 諸    収    入 37,411,777 5.3 77,659,058 9.6 10,389,282 88,048,340 10.5 50,636,563 135.3

15 県    　　　債 100,803,800 14.2 101,289,400 12.5 3,089,400 104,378,800 12.4 3,575,000 3.5

合　　　　 計　　　　　712,155,132 100.0 811,713,510 100.0 28,535,640 840,249,150 100.0 128,094,018 18.0

令和元年度 令　和　２　年　度

　　（単位：千円、％）
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［歳　　出］

　　　　  年度 増減 伸 率

款別 ９月現計 ① 構成 現計予算 ② 構成 今回補正 ③ 計 ②+③=④ 構成  ④－①  ⑤ ⑤/①

1 議　会　費 1,335,745 0.2 1,279,069 0.2 1,279,069 0.2 -56,676 -4.2

2 総　務　費 53,556,269 7.5 56,339,929 6.9 186,225 56,526,154 6.7 2,969,885 5.5

3 生活福祉費 107,945,973 15.2 118,046,474 14.5 2,707,850 120,754,324 14.4 12,808,351 11.9

4 環境保健費 24,230,068 3.4 43,713,150 5.4 2,855,789 46,568,939 5.6 22,338,871 92.2

5 労　働　費 2,390,520 0.3 3,424,729 0.4 216,000 3,640,729 0.4 1,250,209 52.3

6 農林水産業費 55,037,149 7.7 54,731,869 6.7 1,542,358 56,274,227 6.7 1,237,078 2.2

7 商　工　費 32,580,647 4.6 82,628,048 10.2 13,488,099 96,116,147 11.4 63,535,500 195.0

8 土　木　費 87,093,369 12.2 87,511,278 10.8 1,893,742 89,405,020 10.6 2,311,651 2.7

9 警　察　費 41,872,640 5.9 39,579,375 4.9 47,437 39,626,812 4.7 -2,245,828 -5.4

10 教　育　費 149,362,893 21.0 150,274,079 18.5 1,696,520 151,970,599 18.1 2,607,706 1.7

11 災害復旧費 4,203,634 0.6 5,285,617 0.7 3,901,620 9,187,237 1.1 4,983,603 118.6

12 公　債　費 102,852,330 14.4 101,067,385 12.5 101,067,385 12.0 -1,784,945 -1.7

13 諸 支 出 金 49,493,895 7.0 67,432,508 8.3 67,432,508 8.0 17,938,613 36.2

14 予  備  費 200,000 0.0 400,000 0.0 400,000 0.1 200,000 100.0

合　　　計 712,155,132 100.0 811,713,510 100.0 28,535,640 840,249,150 100.0 128,094,018 18.0

令和元年度 令　和　２　年　度

　　（単位：千円、％）
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    　　　　　　　 令和２年度９月補正予算  一般会計性質別内訳

 　　　　　年度 増減 伸 率

性質別 ９月現計 ① 構成 現計予算 ② 構成 今回補正 ③ 計 ②+③=④ 構成  ④－①  ⑤ ⑤/①

 1 人 　件 　費 189,501,016 26.6 191,131,651 23.6 2,407 191,134,058 22.8 1,633,042 0.9

 2 物　 件 　費 18,981,525 2.7 24,130,402 3.0 2,026,028 26,156,430 3.1 7,174,905 37.8

 3 維持 補修 費 5,763,891 0.8 5,745,589 0.7 0 5,745,589 0.7 -18,302 -0.3

 4 扶 　助 　費 49,200,564 6.9 51,465,862 6.3 0 51,465,862 6.1 2,265,298 4.6

 5 補 助 費 等 148,304,788 20.8 205,638,163 25.3 8,939,035 214,577,198 25.5 66,272,410 44.7

 6 普通建設事業 153,137,998 21.5 148,848,492 18.3 3,301,890 152,150,382 18.1 -987,616 -0.6

    (1) 補 　助 95,752,601 13.4 95,837,147 11.8 2,971,190 98,808,337 11.8 3,055,736 3.2

    (2) 単 　独 52,486,912 7.4 47,069,287 5.8 330,700 47,399,987 5.6 -5,086,925 -9.7

    (3) 直　 轄 4,898,485 0.7 5,942,058 0.7 0 5,942,058 0.7 1,043,573 21.3

 7 災害復旧事業 4,203,634 0.6 5,285,617 0.7 3,901,620 9,187,237 1.1 4,983,603 118.6

    (1) 補 　助 3,994,167 0.6 4,948,332 0.6 3,901,620 8,849,952 1.1 4,855,785 121.6

    (2) 単　 独 209,467 0.0 337,285 0.1 0 337,285 0.0 127,818 61.0

    (3) 直 　轄 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

 8 失業対策事業 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

    (1) 補　 助 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

    (2) 単 　独 0 0.0 0 0.0 0 0 0.0 0 －

 9 公 　債 　費 98,707,714 13.9 95,196,177 11.7 0 95,196,177 11.3 -3,511,537 -3.6

10 積　 立 　金 2,714,206 0.4 3,411,498 0.4 104,660 3,516,158 0.4 801,952 29.5

11 出 　資　 金 518,873 0.1 13,902 0.0 0 13,902 0.0 -504,971 -97.3

12 貸 　付　 金 26,332,652 3.7 65,640,737 8.1 10,260,000 75,900,737 9.0 49,568,085 188.2

13 繰 　出　 金 14,588,271 2.0 14,805,420 1.8 0 14,805,420 1.8 217,149 1.5

14 予 　備 　費 200,000 0.0 400,000 0.1 0 400,000 0.1 200,000 100.0

 合 　　　 　計 712,155,132 100.0 811,713,510 100.0 28,535,640 840,249,150 100.0 128,094,018 18.0

消 費 的 経 費

    (1+2+3+4+5) 411,751,784 57.8 478,111,667 58.9 10,967,470 489,079,137 58.2 77,327,353 18.8

投 資 的 経 費

        (6+7+8) 157,341,632 22.1 154,134,109 19.0 7,203,510 161,337,619 19.2 3,995,987 2.5

そ の 他 (9+10

  +11+12+13+14) 143,061,716 20.1 179,467,734 22.1 10,364,660 189,832,394 22.6 46,770,678 32.7

義 務 的 経 費
        (1+4+9) 337,409,294 47.4 337,793,690 41.6 2,407 337,796,097 40.2 386,803 0.1

※決算統計における取扱変更に合わせて令和元年度に普通建設事業の補助・単独の組替えあり

令和元年度 令　和　２　年　度

　　（単位：千円、％）
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　（単位：千円 ､％）

　　　　　　　　年度

会計 ９月現計①  最  終 ② 現計予算 ③ 今回補正④ 計 ③+④=⑤  ⑤ - ① ⑥  ⑤ - ② ⑦  ⑥/①  ⑦/② 

 母子父子寡婦福祉資金 250,633 233,211 172,958 0 172,958 △ 77,675 △ 60,253△ 31.0 △ 25.8

 農 業 改 良 資 金 91,105 74,367 82,999 0 82,999 △ 8,106 8,632 △ 8.9 11.6

 林 業 改 善 資 金 20,748 91 20,748 0 20,748 0 20,657 0.022,700.0

 県 　　営 　　林 304,065 457,771 314,548 0 314,548 10,483 △ 143,223 3.4△ 31.3

 沿岸漁業改善資金 207,089 106,463 187,582 0 187,582 △ 19,507 81,119 △ 9.4 76.2
 小規模企業者等設備
 導入資金 330,267 282,622 230,212 0 230,212 △ 100,055 △ 52,410△ 30.3 △ 18.5

 用　　　　　　 地 3,037,400 3,012,700 1,657,900 0 1,657,900△ 1,379,500 △ 1,354,800△ 45.4 △ 45.0

 庁 　用 　管 　理 262,482 181,892 241,739 0 241,739 △ 20,743 59,847 △ 7.9 32.9

 長　崎　魚　市　場 224,775 215,340 227,455 0 227,455 2,680 12,115 1.2 5.6

 港 湾 施 設 整 備 2,402,701 2,323,481 2,270,056 0 2,270,056 △ 132,645 △ 53,425 △ 5.5 △ 2.3

 流　域　下　水　道 1,193,132 767,307 0 0 0△ 1,193,132△ 767,307△ 100.0 △ 100.0

 公 　債 　管 　理 60,479,115 64,345,557 45,465,377 0 45,465,377△ 15,013,738 △ 18,880,180△ 24.8 △ 29.3

 国 民 健 康 保 険 157,882,351 156,850,824 156,711,303 27,338 156,738,641△ 1,143,710△ 112,183 △ 0.7 △ 0.1

 合 　　　　　　計 226,685,863 228,851,626 207,582,877 27,338 207,610,215△ 19,075,648 △ 21,241,411△ 8.4 △ 9.3

伸　率

令和２年度　９月補正予算　特別会計内訳

令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度 増　　減
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